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持株会社体制移行により、
何を目指しているのか
当社グループでは、「お客さまに寄り添い、信頼される＜地域総合サービスグループ＞として、

地域社会の豊かな未来の創造に貢献します」という新たな経営ビジョンの実現に向けて、

グループ従事者一丸となり、ステークホルダーの皆さまとの共通価値の創造に取り組んでいます。

ひろぎんホールディングス本社ビル
　当社グループは、お客さまに寄り添い、信頼される＜地域総合サービスグループ＞を目指し、持株会社
体制へ進化しました。本社ビルには、〈ひろぎんホールディングス〉のグループ各社が入居しており、
執務空間を共有化することで、互いの情報や人財を連携し合うなど、グループシナジーを極限まで高める
ための拠点となっています。

価値創造プロセス MAP

ビジネス（本業への取組みを通じた社会・環境課題の解決）インプット

人的資本 人的資本
経営理念

（経営ビジョン）

お客さまに寄り添い、信頼される＜地域総合サービス
グループ＞として、地域社会の豊かな未来の創造に貢献
します

ストラクチャー 経営理念実現に向けて、持株会社体制に移行

社会・関係資本 社会・関係資本

知的資本 知的資本

財務資本 財務資本

自然資本 自然資本

アウトプット

ビジネスモデル
顧客軸の深化

全てのステークホルダーへの
価値の提供

業務軸の拡大
× ＝

事業活動を支える基盤

● コーポレートガバナンス 　● コンプライアンス／リスク管理／監査　　他

成長性の発揮

● 地域社会の課題解決
● お客さまの成長への貢献
● 経営基盤の確立

● カーボンニュートラル
● ダイバーシティ＆インクルージョン
● デジタルトランスフォーメーション

持続可能性の向上

事業活動
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持株会社体制移行の目的
持株会社体制移行の決断に込められた想い

　広島銀行は、「地域社会との強い信頼関係で結ばれ
た、頼りがいのある〈ひろぎんグループ〉を構築する」 
という経営ビジョンの下、かねてよりグループ一体経営
推進の観点から、グループ内での連携強化に努め、そ
の総合力を発揮して地域におけるリーディングバンクグ
ループとしての地位を築きあげ、盤石な営業基盤の上で
健全な経営を進めてきました。
　しかしながら、金融機関、とりわけ地域金融機関をと
りまく経営環境は、人口減少や異業種からの参入等に
より一層厳しくなるものと想定されます。また、急速な
デジタルトランスフォーメーションの進展等、経済・社
会情勢の変化やお客さまのライフスタイル・価値観の変
化等により、お客さまのニーズは、益々多様化・複雑化・
高度化しており、銀行を中心とした体制では、規制緩和
等を含む経営環境の変化に柔軟に対応していくことや
お客さまのニーズに的確に対応していくことは、今後、難
しくなっていくものと考えられます。
　こうした中で、金融を中心としてお客さまのあらゆる

ニーズに対応できる＜地域総合サービスグループ＞を
目指すとともに、ひろぎんグループの地域における市場
人気や企業価値の持続的向上を図っていくためには、グ
ループガバナンスの一層の強化を進め、業務軸の更なる
拡大やグループシナジーの強化等を図っていく必要が
あると判断し、2020年10月、ひろぎんホールディング
スを設立し、持株会社体制という新たなグループ経営形
態への進化を遂げました。
　持株会社体制移行の決断には、「ひろぎんグループが、
どんな存在になりたいのか」の想いが込められていま
す。
　当社グループは、新たに掲げたブランドスローガンで
ある「未来を、ひろげる。」のもと、「お客さまに寄り添
い、信頼される＜地域総合サービスグループ＞として、
地域社会の豊かな未来の創造に貢献します」という新
たな経営ビジョンの実現に向けて、グループ従事者一丸
となり、ステークホルダーの皆さまとの共通価値を創造
します。

■ 商号に込めた想い

■ 持株会社体制移行の背景と目的

厳しい経営環境 考え方

目的

当社を取り巻く経営環境 持株会社体制へ移行 目指すべき姿

多様化・複雑化・高度化するお客さま
ニーズを把握するとともに、非金融分野
を含め、あらゆる課題の解決に徹底的
に取組む

・マイナス金利政策
・競争激化
・新型コロナウイルス感染症
　の拡大　etc.

・規制緩和
・情報技術の進展
・ライフスタイルの変化
・都市再開発や豊富な観光
　資源　etc.

成長機会

銀行を中心とした
従来の体制では

持続的成長は困難
地域の発展に積極的にコミット

グループガバナンスの強化

業務軸の
更なる拡大

グループ経
営資源配分
の最適化

グループ
シナジーの
更なる発揮

株式会社 ひろぎんホールディングス（ Hirogin Holdings，Inc．）

商号に込めた想い
グループ各社が今まで築き上げてきたブランドである“ひろぎん”を冠することで、
当社グループの持株会社であることを明確化するとともに、当社グループの一体感の
更なる醸成や市場人気の一層の向上を図るという想いを込めています。

地域の発展とともに、
当社グループの持続的な

成長(企業価値の向上)を図る

金融を中心としてお客さまの
あらゆるニーズに対応できる

『地域総合サービスグループ』
を目指す

ビジネスモデル／価値創造の源泉
持株会社体制移行後のビジネスモデル

　当社グループは、新たな経営理念の実現に向けて、
持株会社体制移行を契機として、＜総合金融サービスグ
ループ＞から＜地域総合サービスグループ＞への更なる
進化を目指しています。
　ポテンシャルのある広島を中心とした地元4県（岡
山・山口・愛媛）マーケットにおいて、地域社会・お客

さまとのリレーションを一層深め、個々のニーズや課題
を知るなかで、その解決に向けて、金融分野はもちろん
のこと、非金融分野も含めたソリューションを提供する
ことにより、地域の発展・お客さまの成長へ貢献し、グ
ループの持続的成長に繋げていきます。

ひろぎんグループの強み（価値創造の源泉）　

　当社グループの強みは、広島銀行の140年を超える
地域密着経営の歴史に裏打ちされた「お客さまとの強
固なリレーション」と、持株会社体制移行を通じて拡
充・強化された「グループ各社の高度な金融・非金融ソ
リューション」です。

　リレーション確立とソリューション提供の担い手とな
る「地元貢献意識の高い多様なグループ人財」が、お客
さまのコンシェルジュとして、グループの総合力を活用
した伴走支援を行うことで地域・お客さまとの共通価値
を創造しています。

経営理念（経営ビジョン）

お客さまに寄り添い、
信頼される

＜地域総合サービスグループ＞
として、

地域社会の豊かな
未来の創造に貢献します

地域社会・お客さまからの
評価

他社との差別化（価値創造の源泉）

事業性評価や
世帯の資産管理を通じた 
地域社会・お客さまとの

リレーションの確立

顧客軸の深化・拡大

グループのあらゆる機能と
アライアンスを活用し、

非金融分野を含めた

ソリューションの提供

業務軸の深化・拡大

持株会社体制移行
を通じた業務軸の拡大

マーケット（投資家・株主）
からの評価

地域の発展・
お客さまの成長

SDGs達成
への貢献

＝

地域における
更なる

リスクテイク

グループの持続的成長
・収益力強化

・安定した経営基盤確立

・企業価値向上（株主還元の充実）

｢地域総合サ―ビス
グル―プ｣の実現

お客さま本位の取組みによるリレーションの確立 グループ連携によるソリューションの提供

法人
事業性評価を軸としたお客さま本位の
コンサルティング

個人
ライフデザインサービスを軸としたお客
さま本位のライフトータルサポート

社会・関係資本

お客さまとの強固なリレーション
（140年を超える地域密着経営の歴史）

人的資本

地元貢献意識の高い多様なグループ人財

知的資本

グループ各社の高度な金融・非金融ソリューション
（グループ連携・非金融ビジネスの強化）

共通価値の創造

持株会社体制移行を通じた業務軸の拡大

ビジネスモデル／価値創造の源泉持株会社体制移行の目的

お客さまのあらゆる 
ニーズにお応えできる

『地域総合
サービスグループ』

ひろぎん
ヒューマンリソースひろぎん

ITソリューションズ

ひろぎん
エリアデザイン

広島銀行

ひろぎん証券

ひろぎんリース

しまなみ債権回収

ひろぎんキャピタル
パートナーズ
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金融事業

(株)広島銀行
グループシナジーを発揮し、法人・個人のお客さまの
金融・非金融のあらゆる課題解決をサポート。
●預金・決済　●融資　●資産運用　●保険

ひろぎんビジネスサービス㈱

ひろぎんリートマネジメント㈱

ひろぎんカードサービス㈱

ひろぎん保証㈱

非連結子会社（6社）※1

ひろぎん証券(株)
地域密着型の証券会社として、専門的なアドバイスや
多様な資産運用ニーズに対応。
●国内株式　●外国株式　●国内債券　●外国債券　
●仕組債

ひろぎんリース(株)
工場・設備、車両他、お客さまのあらゆる設備投資
を、導入から使用・処分までトータルにサポート。
●資金調達　●コスト平準化　●管理事務省力化

しまなみ債権回収(株)
銀行系サービサーとして、金融業界での豊富な経験を
もとに企業再生をサポート。
●債権回収　●債権買取
●企業再生コンサルティング

ひろぎんキャピタルパートナーズ(株)
投資を通じて、事業の成長や再生による企業価値の向
上、事業承継、まちづくり等に関わるビジネスを展開。
●ベンチャー支援　 ●事業承継支援
●事業再生・地域活性化支援

持分法非適用関連会社（2社）※2

グループストラクチャー
＜地域総合サービスグループ＞としてのグループ体制

　当社グループは、新たな経営理念の実現に向けて、
2020年10月の持株会社体制移行により、グループスト
ラクチャーを転換しました。
　また、持株会社体制移行後は、＜地域総合サービスグ
ループ＞としてのビジネスモデルを実装するため、非金
融子会社3社の設立・子会社化により、非金融分野も含

めた付加価値の高いソリューションが提供できるグルー
プ体制を構築しました。
　今後も、顧客軸および業務軸の深化・拡大を図ると
ともに、グループ連携の更なる強化に向けた意識・行動
改革をより一層推し進め、グループシナジーの極大化を
図ってまいります。

成長ドライバー（持株会社体制の成長戦略）
収益構造の改革

　当社グループでは、持株会社体制移行と併せて、新
たなグループ形態における成長戦略として、「中期計画
2020」（計画期間：2020年10月～2024年3月）を策
定しております。
　預貸金ビジネスを中心とした従来の金融分野への取
組みに加え、更なるニーズの高まりが想定される相続・

事業承継対策支援およびエクイティビジネス等を強化
するなか、グループのあらゆる機能と他社・他業態と
のアライアンスを活用し、非金融分野を含めたソリュー
ション提供を進めることで、安定した経営基盤の確立
に向けた収益構造の改革を進めています。

グループ連携の強化

　当社グループでは、持株会社体制下において、グルー
プ内連携をより一層強化し、グループ各社が相互にお
取引先を紹介し顧客軸の深化・拡大を図るとともに、グ

ループ各社機能の組み合わせやアライアンスを活用し
た業務軸の深化・拡大を図っています。

時期 沿革 事業領域

2021年1月 ひろぎんITソリューションズの子会社化（M&A） IT関連業務 非金融

2021年3月 ひろぎんリースの子会社化（M&A） リース業務 金融

2021年4月
ひろぎんエリアデザインの設立（スピンアウト） 地域活性化に係るコンサルティング業務 非金融

ひろぎんヒューマンリソースの設立（スピンアウト） 人事労務等に係るコンサルティング業務 非金融

■ 持株会社体制移行後の主なグループ会社の沿革（業務軸の拡大）

■ グループストラクチャー（2022年4月1日現在）

■ 「中期計画2020」における収益拡大イメージ

グループ会社
当期純利益

法人・個人のお客さまに対する
コンサルティング業務に係る収益

伝統的な金融業務に係る収益
（貸出金利息等）

お客さまの課題解決に向けた
あらゆるソリューションの提供 地域の発展・お客さまの成長への貢献 グループの持続的成長

2019年度
126億円

成長ドライバー

● グループ会社機能の活用
● 他社・他業態とのアライアンスの活用

● 相続・事業承継対策支援

● エクイティビジネス

● 都市再開発支援・観光振興

160億円
以上

2023年度
(中計最終年度)

銀行
以外

銀行
リレーション

ソリューション グループのあらゆる機能とアライアンスを活用し、非金融分野を含めたソリューションを提供

法人のお客さま：事業性評価

個人のお客さま：世帯の資産管理(資産形成・運用含む)

ニーズの
把握

これまで蓄積した
情報の活用+

非金融事業

ひろぎんITソリューションズ(株)
企業のシステム構築・運用及びクラウド事業を中核事
業とし、ITによる業務効率化やセキュリティー管理を
サポート。
●ITコンサルティング　● ITソリューション
●クラウドサービス

ひろぎんエリアデザイン(株)
地域の発展・活性化に関するコンサルティング並びに
地域社会・経済に関する調査研究。
●まちづくりのサポート　●ひととまちの情報発信　
●地域コミュニティの活性化　●地域産業の育成支援
●観光振興の支援

ひろぎんヒューマンリソース(株)
人材紹介から、研修・人材育成、人事労務コンサル
ティングまで、人のチカラを引き出すコンサルティン
グ会社。
●人材紹介　●研修・人材育成
●人事労務コンサルティング

※1.ファクタリング会社1社、投資事業有限責任組合5社

※2.地域商社事業会社1社、生活関連サービス・農業・宿泊事業会社1社

■ グループ連携強化を通じた業務領域の拡大イメージ

＜地域総合サービスグループ＞としてのビジネスモデルを定着化させ、グループ全体の収益を極大化

外部からの収益増 外部とのアライアンスによる収益増コンサルティング強化・顧客拡大・シナジー発揮による収益増

金融分野

しまなみ
債権回収

キャピタル
パートナーズ

銀行
＋子会社

証券 リース

非金融分野

ITソリュー
ションズ

ヒューマン
リソース

エリア
デザイン

外部との
アライアンス

≫

法人

STEP①
お取引先を“知る” ≫

STEP②
信頼関係の構築 ≫

STEP③
課題の解決・

ビジョンの実現

事業性評価を通じ　　
お取引先を知る

≫

資金需要への継続的な
対応による関係構築

≫

非金融を含めた
グループ機能の活用

ビジネスモデルを理解
し必要資金へ積極対応

経営者との対話を通じ
てニーズや課題を共有

リレーション ソリューション

個人

STEP①
お客さまを“知る” ≫

　STEP②
ご家族も含めた
信頼関係の構築

≫
STEP③

課題の解決・
ビジョンの実現

ライフデザインサービス等
を用いてお客さまを知る

≫

定期的な面談を通じ
世帯単位で関係構築

≫

非金融を含めた
グループ機能の活用

定期的にお客さまの
ライフプランをヒアリング

お客さまの信頼を得たうえ
で、ご家族に対する一歩踏

み込んだアプローチ

リレーション ソリューション

事
業
性
評
価

サ ラ

ー  イ
ビ フ
ス デ
　 ザ
　 イ
　 ン

法人

経営者

個人課題
ニーズ

HBK HL

HAD HS

HiCAP HITS

HHR

幅広いニーズ
運用・不動産・相続等

HS HBK

生活パートナー等

成長ドライバー（持株会社体制の成長戦略）グループストラクチャー
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グループ経営の進展（持株会社体制移行後の取組み）
持株会社体制移行後の取組み

　当社グループでは、持株会社体制移行の目的である
「グループガバナンスの強化」、「業務軸の更なる拡大」、
「グループ経営資源の最適な配分」、「グループ連携の強
化」の実現に向けて、様々な取組みを進めています。

　今後も、意識・行動改革の一層の進展により、グルー
プ連携を加速させ、次なるステージへのステップアップ
を目指しています。

　当社グループでは、持株会社体制移行を契機として、
取締役会の意思決定機能と経営監督機能の強化を図る
ため、実効性評価を起点とした取締役会の更なる機能
発揮に向けた各種施策に取り組みました。

　2022年4月には、広島銀行の役員体制見直し（頭取
交代）により、持株会社社長と銀行頭取の兼務を解消し
ており、今後は、新たなガバナンス体制のもと、グループ
経営のより一層の進化を図っていきます。

■ グループガバナンスの強化

　当社グループでは、持株会社体制移行を契機として、
＜総合金融サービスグループ＞から＜地域総合サービス
グループ＞への転換を図るため、非金融子会社3社の設

立・子会社化やアライアンス先の活用等による新事業参
入など、非金融ビジネスを中心に、お客さまニーズを起
点とした業務軸の深化・拡大を進めました。

■ 業務軸の更なる拡大（非金融ビジネスの強化）

　当社グループでは、持株会社体制移行を契機として、
持株会社が銀行含めた子会社から独立した立場で、グ
ループ経営資源の最適な配分を図るため、子会社の資

本構成見直しやグループ内出向の活発化など、グループ
全体の事業ポートフォリオの最適化とグループ人財の最
適配置に向けた取組みを進めました。

■ グループ経営資源の最適な配分

　当社グループでは、持株会社体制移行の成否の鍵を
握るのは、「グループ従事者の一人ひとりが、常にグルー
プ・ベースで物事を考えて、取組みや行動に移し、地域
のお客さまや社会に貢献していくことができるようにな

るか否か」であるとの認識のもと、持株会社体制移行を
契機として、「銀行中心」から「グループ一体」へのマイン
ドセットを図るため、ソフト・ハードの両面で、様々な意
識・行動改革の取組みを進めました。

■ グループ連携の強化（意識・行動改革）

持株会社体制移行後の主な取組み

（１） 実効性評価を起点とした取締役会の更なる機能発揮
　　 ●持株会社の取締役会を起点としたグループ経営計画策定プロセスへの見直し
　　 ●持株会社の取締役会における「経営の重要なテーマ」に関するフリーディスカッションの導入
　　 ●持株会社の取締役会におけるグループ各社(広島銀行除く)の社長による執行プレゼンテーションの導入

（２）経営監督機能（持株会社）と業務執行機能（銀行含む子会社）の更なる分離
　　 ●持株会社社長と銀行頭取の兼務解消（グループ経営への専念）

目的 従来の考え方（体制移行前） 現在の考え方（体制移行後）

ガバナンス
（Governance）

グループガバナンスの
強化

グループベースの経営監督機能と
業務執行機能は未分離（業務執行
機能を持つ銀行が、グループ全体
を経営監督）

▶︎ グループベースの経営監督機能（持株会社）
と業務執行機能（子会社）を分離

戦略の方向付け
（Strategic Decision）

業務軸の更なる拡大
（非金融ビジネスの強化）

総合金融サービスグループ ▶︎
地域総合サービスグループ

（金融を中心に、非金融領域も含め、
お客さまのあらゆるニーズに対応）

経営資源の配分
（Resource Allocation）

グループ経営資源の
最適な配分

部分最適
（銀行を中心とした資源配分） ▶︎

全体最適
（持株会社が銀行を含めた子会社から
独立した立場で資源配分）

実行（Excecution）
グループ連携の強化
( 意識・行動改革）

銀行ベースの意識・行動様式 ▶︎ グループベースの意識・行動様式

■ 持株会社体制移行の目的

持株会社体制移行後の主な取組み

（１） 事業ポートフォリオの最適化
　　 ●成長分野への事業領域の拡大（非金融子会社3社の設立・子会社化等）
　　 ●ひろぎんリース100%子会社化（子会社の資本構成見直し）

（２）人財ポートフォリオの最適化
　　 ●グループ内出向の活発化（持株会社体制移行後の延べ出向者人数111名）
　　 ●広島銀行における「キャリア・デザイン制度」の導入（社内インターンシップや希望職務へのキャリアチェンジサポート等）

持株会社体制移行後の主な取組み

（１） 意識改革
　　 ●トップをはじめとした経営陣のメッセージング
　　 ●グループ各社の各種研修での啓発や連携取組好事例のニュース発信

（２）グループ各社間の相互理解の醸成
　　 ●TV勉強会やソリューション冊子の活用によるグループ各社のソリューション理解
　　 ●グループ各社間の人財交流（グループ間出向・短期トレーニー）

（3）グループ各社間のコミュニケーションの活性化
　　 ●新本社ビルの建て替え(主なグループ各社の本社部門の本社ビルへの移転・入居によるグループ間連携の活発化)
　　 ●広島銀行の各支店における主要なグループ各社との「連携強化担当」の任命

本社ビル 1階 「トゥモロウ スクエア」のご紹介
　2021年5月にグランドオープンした新本社ビルでは、お客さまをお迎えす
るゲートウェイとなる1階を、広島市中心部の活性化のため、にぎわいと多様
な交流を創出する場所として位置づけ、「トゥモロウ スクエア」と銘打ってい
ます。
　「トゥモロウ スクエア」は、人が集い、出会い、語り合い、つながっていく
ことで、新たな価値を提供するという、〈ひろぎんホールディングス〉が目指
すものを象徴するスペースです。

T O P I C S持株会社体制移行後の主な取組み

（１）非金融子会社3社の設立・子会社化
　　 ●ひろぎんITソリューションズ子会社化（ITコンサルへの取組強化）
　　 ●ひろぎんエリアデザイン設立（地域活性化・地方創生への取組強化）
　　 ●ひろぎんヒューマンリソース設立（人材支援への取組強化）

（２）アライアンス先の活用等による新事業への取組み
　　 ●ひろぎんエリアデザイン・ひろぎんキャピタルパートナーズによる新規事業参入(アライアンス先との連携)
　　 ●ひろぎんヒューマンリソースによる人材派遣事業への参入(M&A)
　　 ●新規事業創出に向けたビジネスコンテストの実施
　　 ●ひろぎんキャピタルパートナーズの出資会社(地域商社)による新本社ビル1階のカフェ運営

グループ経営の進展（持株会社体制移行後の取組み）
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グループシナジーの発揮（持株会社体制移行の成果）
持株会社体制移行後の成果

　当社グループでは、2021年度を「実質的な持株会社
体制スタートとなる重要な年度」として位置づけ、グルー
プ各社の相互連携を通じた顧客軸の深化・拡大に加え、
新たなソリューション機能の拡充等に取組みました。そ
の結果、2021年度においては、グループ各社の業績は

向上し、さらに、グループ連携における相乗効果として、
広島銀行のメインバンク社数も着実に増加するなど、持
株会社体制下における意識・行動改革の成果が現れて
きています。

更なるグループシナジーの発揮に向けて
現状の課題認識と今後の取組み

　環境が激しく変化し複雑化するなかで、お客さまの課
題・ニーズは一層多様化しており、お客さま本位の業務
運営を徹底し、お客さまを理解し、信頼関係を構築しな
ければ、真の課題・ニーズの共有は困難です。そのため、
複雑で多岐にわたるお客さまの課題解決に向けて、これ
まで以上にグループの総力を結集し、スピード感を持っ
て対応していく必要があると認識しています。
　当社グループは、2022年度を「中計最終年度に向け
た橋渡しとなる重要な年度」として位置づけ、地域に根
差した企業グループとして、地域社会・お客さまの課題

解決に取り組むマーケットインの徹底による「お客さま
本位の業務運営」の実践を通じて、「中期計画2020」に
掲げた戦略を着実に実行していきます。
　その中で、銀行と銀行以外の子会社連携は成果が現
れてきている現状を踏まえ、グループシナジーの更なる
発揮に向けて、今後は、銀行以外の子会社同士の連携
や、ホールディングスを中心としたグループ共通業務の
集約化・効率化・デジタル化を着実に進め、持株会社体
制を確固たるものにしていきます。

金融・非金融ニーズ ソリューションの主体 実績 ＊2021年度 または 2022年3月末

資本増強(事業承継・事業再生)
◀︎ キャピタルパートナーズ 出資額

(ファンド・プリンシパル出資合計)
29億円（＋10億円）

◀︎ 銀行 EXIT収益 9億円（＋9億円）

相続対策 ◀︎ 銀行 信託関連収益 7億円（＋1億円）

人材確保・人事制度構築 ◀︎ ヒューマンリソース 人材紹介成約件数 92件（＋19件）

設備投資・リース活用 ◀︎ リース 取引先数 6,324件（＋117件）

ICT・業務効率化 ◀︎ ITソリューションズ 案件成約件数 100件（＋68件）

決済手段多様化 ◀︎ カードサービス 法人カード取引先数 8,519先（＋76先）

資産運用
◀︎ 銀行・証券 金融商品仲介口座数 26,121口座（＋3,806口座）

◀︎ 銀行・証券 金融商品仲介収益 47億円（＋4億円）

債権買取 ◀︎ しまなみ債権回収 債権買取取引先数 1,626先（＋266先）

■ グループ各社の主な実績（2021年度） (　)は2020年度、または2021年3月末対比

2021年度 2022年度 2023年度

■ 2022年度の位置づけ

ソリューション機能の強化 グループ内の業務効率化・業務集約

グループシナジーの最大化 ◀︎

●ホールディングスが中心となり、各社に分散している
　ミドル・バック業務を集約
●デジタル技術を活用したグループ内業務のデジタル化

＋ ◀︎

各社・各従事者のクオリティ向上 ◀︎

＋ ◀︎

銀行を介さないコラボレーションの創出 ◀︎

▼ ◀︎ ▼

グループ各社がお客さまニーズにワンストップで
お応えできる体制の構築

（＝お客さま本位の業務運営の実践）

ホールディングス全体としての共通業務集約等を進め、
グループ内での業務連携を強化◀︎

位置付け

実質的な持株会社体制
スタートとなる重要な年度

●グループ連携強化に向けた意識・行動改革を
　実現
●非金融子会社の設立・子会社化による
　業務軸の拡大

▼

グループ連携の成果

顧客軸の深化・拡大
●メインバンク社数：＋230社 
（＊前年度比増加数: 地銀単体2位）
業務軸の深化・拡大　
●コンサルティング業務に係る収益：＋17億円
●グループ会社当期純利益：＋11億円

●グループ各社のクオリティ向上
（質の向上・幅の拡充）
●グループシナジーの極大化
●グループ共通業務の
　集約化・効率化・デジタル化

位置付け

中計最終年度に向けた
橋渡しとなる重要な年度

中計最終年度に向けて
持株会社体制を

確固たるものにしていく

「中期計画2020」
最終年度へ

(経営目標の達成)

20,000

15,000

10,000

5,000

0
2017/3 2020/3 2021/3

（社）

■ 広島銀行のメインバンク社数 ■ 法人・個人のお客さまに対するコンサルティング
　 業務に係る収益 および グループ会社当期純利益　 
　 の合計

社会・関係資本の価値向上 知的資本の価値向上

顧客軸の深化・拡大
◀︎

業務軸の深化・拡大
◀︎

◀︎

財務資本の価値向上 グループシナジーの発揮による安定的な収益構造

17,43317,203
16,467

+230

※出所：東京商工リサーチ

地銀第7位
(単体比較)

増加数

地銀第2位
(単体比較)

全国
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0

（億円）
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55

41
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9

148

法人ソリューション

アセットマネジメント

エクイティビジネス

グループ会社当期純利益

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

更なるグループシナジーの発揮に向けてグループシナジーの発揮（持株会社体制移行の成果）

ど
の
よ
う
に
成
長
す
る
の
か

ひ
ろ
ぎ
ん
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
と
は

何
を
目
指
し
て
い
る
の
か

ど
の
よ
う
に
持
続
可
能
性
を
高
め
る
の
か

ど
の
よ
う
に
経
営
基
盤
を
支
え
る
の
か


